
●田原市の人口の推移と予測 ●田原市の年齢階層別人口割合の推移と予測
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■老年人口（65歳以上）  ■生産年齢人口（15～64歳）  ■年少人口（0～14歳）資料：国立社会保障・人口問題研究所

まち
ひと
しごと
創生

◎
日
本
の
総
人
口
は
減
少
局
面
へ

　

未
婚
率
の
上
昇
や
晩
婚
化
に
よ
り
、
１
９
７
４
年
以
降
に

合※
１

計
特
殊
出
生
率
が
人※
２

口
置
換
水
準
を
下
回
っ
た
結
果
、
日

本
の
総
人
口
は
、
２
０
０
８
年
を
ピ
ー
ク
に
人
口
減
少
局
面

へ
と
転
じ
て
い
ま
す
。

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
に
よ
れ
ば
、
日

本
全
体
の
人
口
は
、
２
０
１
０
年
国
勢
調
査
に
よ
る

１
億
２
８
０
６
万
人
か
ら
２
０
４
０
年
に
は
1
億
７
２
８
万

人
と
な
り
、
２
０
６
０
年
に
は
さ
ら
に
減
少
が
進
み
、

８
６
７
４
万
人
に
な
る
も
の
と
推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。

◎
田
原
市
の
人
口
は
減
少
し
、
高
齢
化
が
進
む

　

田
原
市
の
人
口
は
、
２
０
０
０
年
代
は
じ
め
ま
で
緩
や

か
な
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
し
た
が
、
２
０
０
５
年
か
ら

２
０
１
０
年
に
か
け
て
減
少
に
転
じ
て
い
ま
す
。
国
立
社
会

保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の
予
測
に
よ
る
と
、
２
０
４
０
年

の
人
口
は
５
万
８
８
５
人
ま
で
減
少
す
る
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
、

人
口
減
少
を
最
小
限
に
止
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

下
記
グ
ラ
フ
で
、
年
齢
階
層
別
人
口
割
合
を
２
０
１
０
年

と
２
０
４
０
年
で
比
較
し
て
み
ま
す
。

　

年
少
人
口（
０
歳
～
14
歳
）割
合
は
、
13
・
７
％
か
ら
11
・
２

％
と
２・５
ポ
イ
ン
ト
減
少
す
る
一
方
、老
年
人
口
（
65
歳
以
上
）

割
合
は
、
22
・
２
％
か
ら
35
・
２
％
と
13
・
０
ポ
イ
ン
ト
増
加
し

て
お
り
、
高
齢
化
が
一
層
進
む
と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

急
激
な
人
口
減
少
と
少
子
高
齢
化
に
直
面
し
て
い
る
日
本
。田
原
市
に
お
い
て
も
人
口
減
少
が

予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。人
口
が
減
る
と
、ど
の
よ
う
な
社
会
に
な
る
か
、一
緒
に
考
え
て
い
き
ま

し
ょ
う
。　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

▼
政
策
推
進
課
☎
23
局
３
５
０
７

田
原
市
の
人
口
減
少
を
見
つ
め
て

人口減少による影響はさまざま

子どもが大きく減少する影響

学校の小規模化が進み、教育
環境が変化するなど、さまざま
な課題発生が懸念されます。

働き盛り世代が減少する影響
労働力不足が顕著になりま
す。働き手の減少は地域経済
の縮小にも結びつきます。

※１ 合計特殊出生率…人口統計上の指標。一人の女性が一生に産む子どもの平均数。
※２ 人口置換水準…増減なく人口が推移するとされる水準。

高齢者が増加する影響
医療や介護の需要増加に
加え、ニーズも多様化し
ます。

社会・生活サービスへの影響
地域によっては、商業施設な
どの撤退も懸念されます。
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